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今
年
に
な
っ
て
か
ら
の
完
全
失
業
率
や
、

有
効
求
人
倍
率
の
改
善
を
み
る
と
、
雇
用
情

勢
は
持
ち
直
し
、
回
復
へ
の
期
待
も
募
る
。

し
か
し
、
足
元
を
み
る
と
、
依
然
と
し
て
厳

し
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。二
月
の
内
閣
府
・

月
例
経
済
報
告
で
は
、
日
本
経
済
の
基
調
に

つ
い
て
、「
景
気
は
持
ち
直
し
て
き
て
い
る
が
、

自
律
性
に
乏
し
く
、
失
業
率
は
高
水
準
に
あ

る
な
ど
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
」

と
指
摘
。
先
行
き
の
リ
ス
ク
要
因
と
し
て
、

①
雇
用
情
勢
の
一
層
の
悪
化
懸
念
②
世
界
景

気
の
下
ぶ
れ
懸
念
③
デ
フ
レ
の
影
響―

―

な

ど
を
あ
げ
る
。

　

た
と
え
ば
、
雇
用
調
整
助
成
金
等
に
か
か

わ
る
休
業
計
画
な
ど
の
受
理
件
数
も
昨
年
三

月
か
ら
二
〇
〇
万
人
超
だ
っ
た
も
の
が
、
今

年
一
月
に
一
七
二
万
七
二
一
五
人
ま
で
減
少

し
て
い
る
と
は
い
え
、
雇
用
維
持
の
た
め
の

政
策
が
雇
用
を
下
支
え
し
て
い
る
部
分
が
大

き
い
。
さ
ら
に
、
二
〇
一
〇
年
三
月
卒
予
定

の
高
校
生
・
大
学
生
の
就
職
内
定
率
が
大
幅

に
落
ち
込
む
な
ど
、
新
た
な
懸
念
材
料
も
出

て
き
て
い
る
。

　

以
下
で
、
正
規
・
非
正
規
と
高
校
・
大
学

卒
就
職
予
定
者
を
中
心
に
最
近
の
動
向
と
そ

れ
に
対
す
る
政
策
対
応
の
状
況
を
見
る
。

正
規
雇
用
の
維
持
と
今
後
の
懸
念
材
料

　

雇
用
維
持
を
図
る
た
め
の
切
り
札
と
も
言

え
る
雇
用
調
整
助
成
金
。
景
気
の
変
動
な
ど

の
経
済
上
の
理
由
に
よ
り
、
事
業
活
動
の
縮

小
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
事
業
主
が
、
休
業
、

教
育
訓
練
ま
た
は
出
向
に
よ
り
、
労
働
者
の

雇
用
の
維
持
を
図
っ
た
場
合
に
、
そ
れ
に
か

か
っ
た
費
用
を
助
成
す
る
制
度
で
、
世
界
的

な
景
気
後
退
を
受
け
、
二
〇
〇
八
年
後
半
か

ら
申
請
が
急
増
し
た
。
昨
年
三
月
か
ら
八
月

は
対
象
者
数
が
二
〇
〇
万
人
を
超
え
て
い
た
。

　

こ
の
間
、
①
派
遣
労
働
者
を
含
む
労
働
者

等
の
解
雇
が
な
い
場
合
、
助
成
率
を
五
分
の

四
か
ら
一
〇
分
の
九
（
大
企
業
は
三
分
の
二

か
ら
四
分
の
三
）
に
引
き
上
げ
【
〇
九
年
三

月
三
一
日
か
ら
】
②
大
企
業
の
教
育
訓
練
費

の
引
き
上
げ
、一
年
間
の
支
給
限
度
日
数（
二

〇
〇
日
）
の
撤
廃
【
同
六
月
八
日
か
ら
】
③

赤
字
の
企
業
に
つ
い
て
は
、
最
近
三
カ
月
間

の
生
産
量
・
売
上
高
が
前
々
年
同
期
と
比
較

し
て
一
〇
％
以
上
減
少
し
て
い
れ
ば
助
成
の

対
象
に
追
加【
同
一
二
月
か
ら
】――
と
い
っ

た
追
加
措
置
を
と
っ
て
き
た
。
こ
う
し
た
制

度
の
見
直
し
が
、
対
象
者
数
の
増
加
に
つ
な

が
っ
た
も
の
と
も
み
ら
れ
る
。

　

昨
年
九
月
か
ら
は
対
象
者
数
が
二
〇
〇
万

人
を
切
っ
て
低
下
傾
向
に
あ
る
が
、
厚
労
省

で
は
③
の
追
加
措
置
に
よ
り
、
月
平
均
八
〇

万
人
程
度
が
対
象
者
に
な
る
と
見
込
ん
で
い

る
。

　

こ
う
し
た
雇
用
維
持
策
拡
大
の
一
方
、
希

望
退
職
の
募
集
を
始
め
る
企
業
が
増
大
し
て

お
り
、
新
た
な
懸
念
材
料
と
な
っ
て
い
る
。

民
間
の
調
査
会
社
、
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
が

昨
年
一
二
月
九
日
に
発
表
し
た
調
査
に
よ
る

と
、
上
場
企
業
の
う
ち
、
二
〇
〇
九
年
に
希

望
・
早
期
退
職
者
募
集
の
実
施
を
開
示
し
、

具
体
的
な
内
容
が
確
認
で
き
た
一
八
四
社
を

集
計
し
た
と
こ
ろ
、
募
集
人
数
の
合
計
は
、

二
万
二
七
一
三
人
で
、
前
年
の
八
九
七
九
人

を
大
幅
に
上
回
っ
た
。
同
調
査
で
は
、
会
社

事
情
に
よ
る
時
限
的
な
希
望
退
職
者
募
集
の

ほ
か
、
早
期
退
職
優
遇
制
度
の
適
用
年
齢
引

き
下
げ
、
退
職
金
の
特
別
割
増
措
置
と
い
っ

た
既
存
制
度
の
拡
充
に
よ
る
募
集
も
含
ん
で

い
る
。

　

募
集
人
数
が
二
万
人
を
上
回
っ
た
の
は
、

二
〇
〇
二
年
（
三
万
九
七
三
二
人
）
以
来
七

年
ぶ
り
。
Ｉ
Ｔ
バ
ブ
ル
崩
壊
の
時
に
次
ぐ
規

模
で
、
希
望
退
職
が
実
施
さ
れ
て
い
る
こ
と

に
な
る
。
正
社
員
に
対
す
る
雇
用
調
整
の
先

行
き
に
つ
い
て
も
、
予
断
を
許
さ
な
い
状
況

と
い
え
る
。

減
少
に
転
じ
た
非
正
規
雇
用
者
数

―

派
遣
労
働
者
が
大
幅
減

　

総
務
省
が
二
月
二
二
日
に
発
表
し
た
二
〇

〇
九
年
平
均
の
労
働
力
調
査
詳
細
集
計
に
よ

る
と
、
非
正
規
の
職
員
・
従
業
員
は
一
七
二

一
万
人
で
、
前
年
に
比
べ
て
三
九
万
人
減
の

減
少
を
記
録
し
た
。
前
年
よ
り
減
少
し
た
の

は
、
二
〇
〇
三
年
に
現
行
方
式
の
調
査
を
開

始
し
て
以
来
、
初
め
て
の
こ
と
。
こ
の
結
果
、

労
働
者
全
体
の
中
に
占
め
る
非
正
規
雇
用
の

比
率
は
前
年
を
〇･

四
ポ
イ
ン
ト
下
回
る
三

三･

七
％
と
な
っ
た
。

　

内
訳
を
見
る
と
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

と
契
約
社
員
・
嘱
託
は
そ
れ
ぞ
れ
一
万
人
増

え
た
が
、
労
働
者
派
遣
事
業
所
の
派
遣
社
員

は
三
二
万
人
減
の
一
〇
八
万
人
と
な
っ
た
。

そ
れ
を
男
女
別
に
見
る
と
、
二
〇
〇
八
年
に

五
九
万
人
だ
っ
た
男
性
派
遣
社
員
が
、
二
〇

〇
九
年
に
は
三
八
万
人
へ
と
二
一
万
人
も
減

少
し
た
。
二
〇
〇
八
年
後
半
か
ら
行
わ
れ
た

「
派
遣
切
り
」
な
ど
の
影
響
が
端
的
に
出
て

い
る
。

　

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
金
融･

経
済

危
機
で
は
、
雇
用
保
険
の
受
給
資
格
が
な
い

派
遣
や
請
負
契
約
と
い
っ
た
有
期
契
約
労
働

者
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
期
間
満
了
、
中
途
解
除
、

解
雇
と
い
っ
た
形
で
の
雇
用
調
整
が
相
次
い

だ
。

　

全
国
の
労
働
局
及
び
公
共
職
業
安
定
所
が
、

非
正
規
労
働
者
の
雇
止
め
等
の
状
況
に
つ
い

て
、
事
業
所
へ
の
聞
き
取
り
等
に
よ
り
把
握

し
た
状
況
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
八
年
一
〇
月

か
ら
今
年
三
月
ま
で
に
実
施
済
み
ま
た
は
実

施
予
定
と
し
て
、
二
月
一
八
日
時
点
で
把
握

で
き
た
累
計
は
、
四
七
九
二
事
業
所
で
、
二

六
万
二
五
九
八
人
に
の
ぼ
っ
て
お
り
、
派
遣
、

請
負
と
い
っ
た
雇
用
形
態
で
の
雇
止
め
が
突

出
し
て
い
る
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
離
職
者
の

住
居
の
状
況
に
つ
い
て
は
、
住
宅
喪
失
者
は

三
四
八
八
人
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
実
情
を
反
映
し
て
、
二
〇
〇
九

平
年
平
均
の
完
全
失
業
者
三
三
六
万
人
の
う

ち
過
去
一
年
間
に
離
職
し
た
完
全
失
業
者
は

一
五
五
万
人
に
の
ぼ
る
。
こ
れ
を
前
職
の
雇

用
形
態
別
に
み
る
と
、
正
規
の
職
員
・
従
業

員
は
前
年
比
二
二
万
人
増
の
八
〇
万
人
、

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
は
九
万
人
増
の
四
二

ト
ピ
ッ
ク
ス

雇
用
情
勢

1

正
規
・
非
正
規
、
新
卒
予
定
者
と
も
厳
し
い
状
況
が
続
く
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万
人
だ
っ
た
が
、
派
遣
社
員
の
失
業
者
の
増

加
は
著
し
く
、
一
三
万
人
増
の
二
四
万
人
と

な
っ
た
（
図
）。

一
月
末
現
在
、
高
卒
就
職
希
望
者
の

三
万
人
が
内
定
な
し

　

高
卒
予
定
者
の
新
卒
採
用
市
場
も
冷
え
込

み
を
増
し
て
い
る
。
厚
生
労
働
省
の
調
査
に

よ
る
と
一
月
末
現
在
、
今
春
高
校
卒
予
定
者

の
就
職
内
定
率
は
、
前
年
同
期
よ
り
同
六
・

四
ポ
イ
ン
ト
低
い
八
一
・
一
％
。
過
去
一
〇

年
で
は
五
番
目
の
低
さ
だ
が
、
下
げ
幅
は
過

去
最
大
と
な
っ
て
い
る
。
全
国
の
高
校
生
の

求
職
者
数
は
一
六
万
一
三
三
三
人
（
前
年
同

期
比
一
三
％
減
）
で
、
内
定
を
得
た
の
は
全

国
で
一
三
万
九
一
二
人
（
同
一
九
・
四
％
減
）。

依
然
と
し
て
、
約
三
万
人
の
就
職
先
が
決

ま
っ
て
い
な
い
。
男
女
別
の
内
定
率
は
男
子

が
八
四
・
七
％
（
前
年
同
期
比
六
・
一
ポ
イ

ン
ト
減
）、
女
子
七
六
・
五
％
（
同
六
・
八

ポ
イ
ン
ト
減
）
で
、
就
職
希
望
の
女
子
学
生

の
四
人
に
一
人
が
内
定
な
し
の
状
態
に
あ
る
。

　

内
定
率
の
低
い
地
方
自
治
体
は
未
就
職
の

ま
ま
卒
業
さ
せ
な
い
た
め
、
さ
ま
ざ
ま
な
手

を
打
ち
出
し
た
。
採
用
企
業
へ
の
奨
励
金
支

給
だ
け
で
な
く
、
自
治
体
自
ら
が
臨
時
的
雇

用
な
が
ら
高
卒
者
の
就
職
先
の
受
け
皿
を
提

供
す
る
公
的
な
雇
用
創
出
の
動
き
も
出
て
い

る
。

　

一
方
、
今
春
の
大
学
卒
業
予
定
者
の
二
月

一
日
現
在
の
就
職
内
定
率
も
前
年
よ
り
六
・

三
ポ
イ
ン
ト
低
い
八
〇
・
〇
％
で
、
こ
ち
ら

も
調
査
を
開
始
し
た
一
九
九
六
年
以
降
で
は
、

最
大
の
下
げ
幅
と
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
今
年
だ
け
で
な
く
来
年
春

の
採
用
に
も
暗
雲
が
漂
う
。
二
〇
一
〇

年
度
の
採
用
に
つ
い
て
帝
国
デ
ー
タ
バ

ン
ク
が
企
業
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
し
た

と
こ
ろ
、
回
答
し
た
一
六
二
四
社
の
う

ち
四
七
・
五
％
は
正
社
員
の
採
用
を
予

定
し
て
い
な
い
と
回
答
し
て
い
る
。

　

多
く
の
学
生･

生
徒
が
、
未
就
職
の

ま
ま
卒
業
す
る
と
、
本
人
の
知
識･
技

能
の
蓄
積
や
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
と
っ
て
、

大
き
な
支
障
に
な
る
だ
け
で
な
く
、
将

来
の
産
業
や
社
会
を
支
え
る
人
材
育
成

面
で
も
将
来
に
大
き
な
禍
根
を
残
す
。

こ
の
た
め
、
政
府
は
昨
年
一
二
月
一
八

日
に
策
定
し
た
「
明
日
の
安
心
と
成
長

の
た
め
の
緊
急
経
済
対
策
」
で
は
、「
第

二
の
ロ
ス
ト
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
を

生
ま
な
い
こ
と
を
目
標
に
、
新
卒
者
支

援
の
強
化
を
打
ち
出
し
た
。
そ
の
柱
は
、

①
新
卒
者
の
就
職
支
援
体
制
の
強
化
②

「
就
活
支
援
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の
展
開

③
未
就
職
卒
業
者
の
就
職
支
援
の
強
化―
―

の
三
本
。
学
校
や
地
元
企
業
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
な
ど
と
の
連
携
を
強
め
、
未
就
職
者
を
出

さ
な
い
た
め
の
取
り
組
み
を
、
年
度
を
ま
た

い
で
も
実
施
す
る
考
え
だ
。

雇
用
調
整
助
成
金
の
拡
充
や
雇
用
保

険
法
、
労
働
者
派
遣
法
の
改
正
へ

　

こ
う
し
た
全
般
的
に
厳
し
い
雇
用
情
勢
を

踏
ま
え
政
府
は
、
雇
用
維
持
策
と
し
て
、
先

に
触
れ
た
雇
用
調
整
助
成
金
の
拡
充
の
ほ
か
、

雇
用･

失
業
問
題
の
深
刻
化
の
な
か
で
、
非

正
規
雇
用
に
対
す
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の

不
備
が
顕
在
化
し
て
き
た
こ
と
も
あ
り
、
一

月
一
八
日
に
雇
用
保
険
法
の
改
正
案
を
今
国

会
に
提
出
し
た
。

　

非
正
規
労
働
者
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の

強
化
と
雇
用
保
険
の
財
政
基
盤
の
強
化
に
つ

い
て
は
、
昨
年
夏
の
総
選
挙
に
前
後
し
て
労

働
政
策
審
議
会
の
雇
用
保
険
部
会
で
、
制
度

の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
議
論
が
行
わ
れ
て
き

た
。
同
部
会
は
昨
年
末
に
結
論
を
ま
と
め
、

こ
れ
を
踏
ま
え
た
改
正
案
に
つ
い
て
、
労
働

政
策
審
議
会
は
一
月
一
三
日
、
改
正
案
要
綱

の
諮
問
案
を
お
お
む
ね
妥
当
と
認
め
る
答
申

を
長
妻
厚
労
相
に
提
出
し
た
。

　

法
案
要
綱
の
主
な
内
容
は
、
①
週
所
定
労

働
時
間
二
〇
時
間
以
上
四
〇
時
間
未
満
の
短

時
間
労
働
者
に
つ
い
て
、
必
要
な
雇
用
見
込

み
期
間
を
「
六
カ
月
以
上
」
か
ら
「
三
一
日

以
上
」
に
緩
和
し
、
雇
用
保
険
の
適
用
範
囲

を
拡
大
す
る
②
事
業
主
の
未
届
け
に
よ
り
雇

用
保
険
に
未
加
入
と
さ
れ
た
者
の
遡
及
期
間

に
つ
い
て
、
現
行
の
二
年
を
超
え
て
遡
及
適

用
で
き
る
よ
う
に
す
る
③
二
〇
一
一
年
度
以

降
の
失
業
等
給
付
に
お
け
る
国
庫
負
担
に
つ

い
て
、
安
定
財
源
を
確
保
し
た
上
で
、
現
行

の
一
三
・
七
五
％
か
ら
法
律
の
本
則
二
五
％

（
四
分
の
一
）
に
戻
す
④
雇
用
保
険
二
事
業

（
雇
用
調
整
助
成
金
等
）
に
つ
い
て
、
財
源

不
足
の
解
消
に
あ
た
り
、
失
業
等
給
付
に
係

る
積
立
金
か
ら
借
入
れ
る
仕
組
み
を
暫
定
的

に
措
置
す
る―

―

こ
と
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

一
方
、
政
府
は
、
派
遣
切
り
の
防
止
に
向

け
た
派
遣
労
働
者
の
保
護
強
化
な
ど
を
実
施

し
て
き
た
が
、
派
遣
労
働
者
の
雇
用
の
安
定

と
保
護
を
主
旨
と
す
る
労
働
者
派
遣
法
改
正

法
案
が
三
月
中
に
、
今
国
会
に
提
出
さ
れ
る

予
定
だ
。
雇
用
の
安
定
性
に
欠
け
る
契
約
形

態
の
横
行
や
、リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
に「
派

遣
切
り
」
と
い
っ
た
問
題
が
多
発
す
る
現
状

を
踏
ま
え
、
労
働
政
策
審
議
会
が
昨
年
一
二

月
二
八
日
に
「
今
後
の
労
働
者
派
遣
制
度
の

在
り
方
に
つ
い
て
」
を
答
申
。
こ
の
答
申
を

踏
ま
え
た
形
で
、
法
案
が
作
成
・
提
出
さ
れ

た
。
社
民
党
や
国
民
新
党
は
、
野
党
時
代
の

三
党
合
意
案
に
よ
る
審
議
な
ど
を
求
め
て
お

り
、
国
会
審
議
の
行
方
は
予
断
を
許
さ
な
い

が
、
規
制
緩
和
が
進
め
ら
れ
た
労
働
者
派
遣

制
度
が
、
労
働
者
の
保
護
を
め
ざ
し
た
、
規

制
強
化
の
方
向
に
舵
を
切
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

改
正
案
は
、
①
登
録
型
派
遣
の
原
則
禁
止

②
製
造
業
派
遣
の
原
則
禁
止
③
日
雇
派
遣
の

原
則
禁
止
④
違
法
派
遣
の
場
合
の
派
遣
先
に

よ
る
直
接
雇
用
申
込
み
み
な
し
規
定
の
創
設

―
―

な
ど
が
柱
。
法
律
の
名
称
・
目
的
に「
労

働
者
の
保
護
」
を
明
記
し
、
従
来
の
派
遣
事

業
を
行
う
う
え
で
の
業
法
と
し
て
の
性
格
か

ら
大
き
く
転
換
す
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
雇
用
保
険
と
生
活
保
護
の
間
に

位
置
す
る
第
二
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
と
し

て
、「
求
職
者
支
援
制
度
」
の
創
設
に
つ
い
て

の
議
論
が
労
働
政
策
審
議
会
で
始
ま
っ
た
。

二
〇
一
一
年
度
で
の
制
度
化
を
目
指
し
て
い

る
。 

（
調
査
・
解
析
部
）

図　前職の雇用形態別にみた離職した完全失業者の推移

注） ここでは、過去1年間に前職を離職した者のうち、前職を辞めたことを理由として
求職している者を対象としている。
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連
合
（
古
賀
伸
明
会
長
）
が
二
月
初
旬
に

実
施
し
た「
な
ん
で
も
労
働
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
」

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
で
受
け
付
け
た
労
働
相
談
件

数
は
約
一
四
〇
〇
件
に
の
ぼ
り
、
正
社
員
に

よ
る
相
談
が
六
割
強
を
占
め
る
な
ど
、
雇
用

不
安
が
直
雇
用
労
働
者
に
お
よ
ん
で
い
る
こ

と
が
わ
か
っ
た
。
他
方
、
全
労
連
（
大
黒
作

治
議
長
）
が
全
国
一
斉
に
行
っ
た
「
労
働
相

談
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
」（
三
月
二
日
に
実
施
）
で

も
、
正
社
員
の
相
談
が
約
半
数
で
、
内
容
は

労
働
条
件
全
般
に
係
わ
る
相
談
が
増
加
傾
向

に
あ
る
。
雇
用
・
労
働
環
境
の
厳
し
さ
が
改

め
て
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
格
好
だ
。

雇
用
と
賃
金
関
係
の
相
談
が
同
割
合

に
　

連
合
が
都
道
府
県
単
位
に
設
置
し
て
い
る

地
方
連
合
会
が
、
今
年
二
月
四
〜
六
日
を
集

中
期
間
に
定
め
て
実
施
し
た
「
な
ん
で
も
労

働
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
」
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に
寄
せ

ら
れ
た
労
働
相
談
は
合
計
で
一
三
九
一
件
。

そ
の
集
約
状
況
を
み
る
と
、
正
社
員
か
ら
の

相
談
が
六
割
強
を
占
め
、
パ
ー
ト
や
ア
ル
バ

イ
ト
、
契
約
社
員
、
派
遣
労
働
者
の
非
正
規

労
働
者
か
ら
の
相
談
は
約
三
割
と
な
っ
て
い

る
。
相
談
内
容
で
は
、
賃
金
関
係
と
雇
用
関

係
の
相
談
が
多
い
。
前
者
は
、
経
営
悪
化
に

伴
う
賃
金
の
引
き
下
げ
や
未
払
い
、
遅
配
な

ど
の
事
例
、
後
者
の
な
か
に
は
非
正
規
労
働

者
に
対
す
る
急
な
解
雇
や
契
約
更
新
時
に
お

け
る
契
約
期
間
の
短
縮
化
な
ど
の
相
談
が
、

そ
れ
ぞ
れ
複
数
寄
せ
ら
れ
て
い
る
と
い
う
。

　

こ
の
結
果
に
つ
い
て
連
合
で
は
、「
直
近
で

実
施
し
た『
年
末
全
国
一
斉
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
』

で
は
、
そ
の
特
徴
と
し
て
雇
用
不
安
が
正
社

員
を
中
心
と
し
た
直
雇
用
労
働
者
に
も
及
ん

で
い
る
こ
と
が
窺
え
た
が
、
今
回
そ
の
傾
向

が
さ
ら
に
強
ま
っ
て
い
る
」「
こ
れ
ま
で
は
雇

用
関
係
（
解
雇
・
退
職
強
要
・
契
約
打
ち
切

り
）
の
相
談
が
最
も
多
く
の
割
合
を
占
め
て

い
た
が
、
ほ
ぼ
同
割
合
で
賃
金
関
係
の
相
談

が
寄
せ
ら
れ
た
」
な
ど
と
捉
え
て
い
る
。

サ
ー
ビ
ス
業
の
相
談
が
ト
ッ
プ
に

　

こ
の
「
な
ん
で
も
労
働
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
」

で
今
年
一
月
に
受
け
付
け
た
通
常
の
相
談
件

数
は
表
の
通
り
。
相
談
者
の
約
半
数
が
正
社

員
で
、
性
別
は
男
性
が
六
割
強
を
占
め
た
。

年
代
別
で
は
四
〇
代
が
三
五
・
五
％
で
最
も

多
く
、
次
い
で
三
〇
代
と
五
〇
代
が
そ
れ
ぞ

れ
約
二
割
で
続
い
て
い
る
。

　

相
談
内
容
は
「
解
雇
・
退
職
強
要
・
契
約

打
ち
切
り
」（
二
二
・
五
％
）
が
突
出
し
て
お

り
、
以
下
、「
就
業
規
則
・
雇
用
契
約
」「
賃
金

未
払
い
」「
セ
ク
ハ
ラ
・
嫌
が
ら
せ
」「
雇
用
保

険
・
労
災
保
険
」の
順
。
業
種
別
で
は
、「
サ
ー

ビ
ス
業
」
が
ト
ッ
プ
で
全
体
の
約
一
七
％
を

占
め
た
。

労
働
条
件
全
般
に
係
わ
る
相
談
が
増

加
傾
向
に

　

一
方
、
全
労
連
は
今
月
二
日
、
全
国
一
斉

に
行
っ
た
「
労
働
相
談
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
」
で

合
計
五
二
一
件
の
相
談
に
応
じ
た
。「
春
の

ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
と
し
て
は
、
〇
九
年
春
（
二

日
間
で
八
二
八
件
、一
日
当
た
り
四
一
四
件
）

を
上
回
る
過
去
最
高
の
件
数
に
な
っ
た
」。

　

相
談
の
内
訳
を
み
る
と
、雇
用
形
態
は「
正

社
員
」
が
五
〇
・
五
％
で
約
半
数
。
非
正
規

労
働
者
で
は
、「
パ
ー
ト
・
契
約
・
ア
ル
バ
イ

ト
」
が
三
〇
・
四
％
で
多
く
、「
派
遣
・
請
負
」

は
六
・
四
％
、「
臨
時
・
嘱
託
」
は
五
・
四
％

だ
っ
た
。
前
年
と
比
べ
る
と
、「
正
社
員
」
が

一
〇
・
五
ポ
イ
ン
ト
、「
パ
ー
ト
・
契
約
・
ア

ル
バ
イ
ト
」
も
九
・
五
ポ
イ
ン
ト
増
え
た
の

に
対
し
、「
派
遣
・
請
負
」
は
前
回
（
二
二
・

七
％
）
か
ら
一
六
・
三
ポ
イ
ン
ト
も
減
っ
た

こ
と
が
大
き
な
特
徴
だ
。

　

相
談
内
容
で
多
か
っ
た
の
は
、「
解
雇
」（
二

〇
・
九
％
）、「
賃
金
・
残
業
未
払
い
」（
一
九
・

三
％
）、「
退
職
強
要
・
勧
奨
」（
九
・
三
％
）、「
労

働
時
間
・
休
暇
」（
八
・
七
％
）、「
労
働
条
件

切
り
下
げ
」（
六
・
四
％
）、「
セ
ク
ハ
ラ
・
い

じ
め
」（
六
・
二
％
）、「
社
会
・
雇
用
保
険
」（
三
・

四
％
）な
ど
。
前
年
と
の
比
較
で
は
、「
解
雇
・

退
職
強
要
」
と
「
社
会
・
雇
用
保
険
」
が
減

り
、「
労
働
時
間
・
休
暇
」「
賃
金
・
残
業
未
払

い
」「
労
働
条
件
切
り
下
げ
」
が
増
え
た
。

（
調
査
・
解
析
部
）

ト
ピ
ッ
ク
ス

労
働
相
談
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正
社
員
か
ら
の
相
談
が
増
加―

―

連
合
と
全
労
連
の
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
か
ら

表　連合「なんでも労働相談ダイヤル」2010年1月相談集計報告

集計対象期間 2010年1月1日～1月31日
受付件数 866（受付件数のみ報告分含）

報告（本部・地方）数 38

項目 内容 件数 全体に占める割合
性別

（未報告除く）
男性 － 389 62.80%
女性 － 218 37.20%

年代
（不明除く）

10代 － 4 0.84%
20代 － 72 15.03%
30代 － 93 19.42%
40代 － 170 35.49%
50代 － 93 19.42%
60代 － 42 8.77%
70代 － 5 1.04%

雇用形態
（不明除く）

正社員 － 300 48.91%
パート － 83 13.95%
アルバイト － 46 7.73%
派遣社員 － 27 4.54%
契約社員 － 54 9.08%
嘱託社員 － 5 0.84%
その他 － 89 14.96%

業種（上位）
（不明除く）

1位 サービス業 72 16.74%
2位 製造業 66 15.35%
3位 卸売・小売業 66 15.35%
4位 医療・福祉 48 11.16%
5位 運輸業 45 10.47%

相談内容（上
位）

（未報告除く）

1位 解雇・退職強要・契約打切 134 22.50%
2位 就業規則・雇用契約 43 7.20%
3位 賃金未払 40 6.72%
4位 セクハラ・嫌がらせ 30 5.04%
5位 雇用保険・労災保険 26 4.37%


